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コロナ禍における地方移住者の心理的傾向1）

加藤　潤三ⅰ，前村　奈央佳ⅱ

　本研究は，COVID-19が感染拡大した期間に地方移住を行ったコロナ禍移住者の心理的傾向および適応
の心理的メカニズムについて検討することを主目的とした。この研究目的を検証するために，2020年 1 月
以降に，COVID-19をきっかけとして地方に移住したコロナ禍移住者306名，また対照群として同時期に
COVID-19とは関係なく移住した地方移住者113名を対象とする Web 調査を実施した。コロナ禍移住者の
心理的傾向として，感染リスクや人口密度，オンラインやテレワークなど，COVID-19と関連した理由から
地方移住への関心が高くなっていることが明らかとなった。また適応感については，コロナ禍移住者と地
方移住者で有意差は認められなかったものの，地域受容感や地元住民との紐帯はコロナ禍移住者の方が高
かった。適応の心理的メカニズムについては，コミュニティアイデンティティや地域受容感，地元住民と
の紐帯など，移住先のコミュニティと関連した要因が移住者の適応にとって重要であることが示され，さ
らにコロナ禍移住者ではリスク認知やコミュニティ価値も適応と関連があることが明らかになった。
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1 ．問　題

　2019年12月に中国の武漢で発生した COVID-19

（新型コロナウイルス感染症）は，瞬く間に世界に広

がり，集計されたデータによると世界全体で約6.8億

人が感染し，その 1 % にあたる688万人が死亡した2）

（Johns Hopkins University & Medicine, 2023）。日

本国内で見ても，感染法上 5 類に移行される前（2023

年 5 月 7 日）までに3300万人以上が感染（陽性者数）

し，約7.5万人が死亡した（厚生労働省，2023）。こ

れ だ け 多 く の 感 染 者 や 死 亡 者 が 出 た よ う に，

COVID-19は，人命にかかわる点で第一義に医学的・

公衆衛生的問題である。しかしそれと同時に，

COVID-19は，国家間の渡航の禁止や都市封鎖（ロッ

クダウン），緊急事態宣言に伴う外出自粛などグロー

バル化社会の生命線である人とモノの流れを遮断す

るとともに，人々の働き方や家庭生活，人間関係な

ど個人の日常の在り方も一変させるなど，心理学的・

社会学的問題でもあった3）。

　例えば， 3 年におよぶコロナ禍によって人々の意

識や行動がどのように変化したかを検討した NHK

放送文化研究所による調査によると， 7 割以上が

COVID-19によって生活への影響，ストレスの増加，

経済格差の広がりがあったと回答しており，また生

活変化の方向性として，同じく 7 割程度がマイナス

の 影 響 の 方 が 大 き か っ た と 評 価 し て い た（ 小

林，2023）。マイナスの影響の理由としては，「マス

クの着用や頻繁な手の消毒など面倒なことが増えた

から」，「会いたい人に会えなかったから」，「旅行や

イベントや会食に行けなかったから」，「経済的に生

活が苦しくなったから」の割合が比較的高く，生活

習慣，対人関係，娯楽的生活，経済など日常生活に
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おいて多面的にマイナスの影響があったことがこの

調査結果からもわかる。また労働政策研究・研修機

構によるパネル調査においても，仕事や収入への影

響，労働意欲の低下，身体的健康およびメンタルヘ

ルスの悪化，ストレスの増加，所得格差が拡大した

など，類似した結果が得られている（労働政策研究・

研修機構，2023）。

　上記のように，COVID-19が人々の意識や行動に

及ぼした影響は負の側面が大きかったものの，同上

の NHK 放送文化研究所の調査において，約 2 割と

決して少なくない回答者が，COVID-19による生活

変化としてプラスの影響が大きかったと評価してい

る。プラスの理由としては，「手洗いなど衛生意識が

向上したから」，「家族と過ごす時間が増えたから」，

「在宅勤務など柔軟な働き方ができるようになった

から」といったものが比較的高かったように，自身

の身を守る衛生意識の向上とともに，家族との時間

や働き方の変化など，いわゆるワークライフバラン

スを重視する傾向が増加した。また内閣府（2022）

が行った「新型コロナウイルス感染症の影響下にお

ける生活意識・行動の変化に関する調査」において

も，特に都市部（東京圏）において，地方移住への

関心が高まっている。具体的に示すと，COVID-19の

国内発生が確認される以前の2019年12月時点では，

地方移住への関心がある割合は25.1％であったのに

対し， 1 年後の2020年12月には31.5％，2022年 6 月

には34.2％と10ポイント近く増加している。関心理

由としては，「人口密度が低く自然豊かな環境に魅力

を感じたため」や「テレワークによって地方でも同

様に働けると感じたため」，「ライフスタイルを都市

部での仕事重視から，地方での生活重視に変えたい

ため」の割合が相対的に高く，この調査からもワー

クライフバランスやライフスタイルに対する価値が

高まっていることを伺い知ることができる。

　そもそも近年の地方移住は，経済的・政治的理由

ではなく，個人の生き方や生活の質を希求するライ

フスタイル移住として位置付けることができるが

（石川，2018；加藤・前村，2023a），COVID-19によ

る社会生活の変化は，さらにこの傾向に拍車をかけ

たと言えるだろう（例えば塚崎，2022）。特に上記調

査からも示されるように，他者との距離および家族

との時間の増加は，個人ないし家族で過ごす余暇・

自由時間を増やし，ワークライフバランスのライフ

の部分を拡張した。またもう一方のワークに関して

も，COVID-19を機に急速に進展した社会のオンラ

イン化・デジタル化は，人々の働き方を変え，時間

や場所にとらわれず働くことが可能となった。その

典型的な 1 つがテレワークの活用による「転職なき

移住」（地方創生テレワーク推進に向けた検討会

議，2021）であり，人々はわざわざ職や職場を変え

ることなく，自らが希望する地域へと移住すること

ができるようになった。日本では，高度経済成長期

の都市人口の過密・地価高騰・住宅不足によって，郊

外に住んで都心で働くという職住分離の形態をとる

労働者が多く，また近年では，雇用の郊外化や都心

雇用の減少に伴って郊外に住んで近くの職場に通勤

する職住近接や，都心居住者が郊外へ通勤する都心

における職住分離も進んでいる（稲垣，2016）。この

ように職住関係は時代や社会，都市地域の基本構造

によって変化する（例えば渡辺，1982）ものの，テ

レワークはそもそも通勤を必要としないため，空間

的には職住分離でありながら，生活上は家に居なが

ら仕事をする職住一体への転換をもたらす。この新

たな職住一体は，これまで通勤にかかっていた時間

を自由時間に変えるとともに，自らが好む環境の中

で生活することで，余暇を楽しみながらテレワーク

で働くワーケーションを促進させることにもつなが

る。つまりワークの本質は変えることなく，ワーク

に付随していた要素（通勤や出張など）を圧縮・削

除することで，ライフとのバランスがとれるように

なるのである。

　またこの転職なき移住は，移住者を受け入れる地

方にとっても重要な転換となる。というのも，都市

に比べて地方は経済機会や就業機会が低く，例えば

まち・ひと・しごと創生総合戦略の基本目標の 1 つ

として，「地方における安定した雇用を創出する（第
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1 期：平成26年閣議決定）」，「稼ぐ地域をつくるとと

もに，安心して働けるようにする（第 2 期：令和元

年閣議決定）」が掲げられているように（内閣府地方

創生推進事務局，2014, 2019），地域に移住者を呼び

込むために，いかに地域の中に雇用や産業を創出・

提供できるかが重要なポイントであった。事実，

COVID-19以前の調査において，地方移住希望者が

持つ移住要件の順位として，「雇用され，生活が維持

できる収入が確保できる」が 1 位として選択される

割合が最も多いことが明らかにされている（包・服

部，2017）。また，移住推進施策において重要なター

ゲットとなる若年層の地方移住者でも，特に女性に

おいて移住当初に仕事がなかなか見つからず，U タ

ーン時の仕事面での気がかりなこととして「求人が

少ない」，「収入が下がってしまう」，「希望にかなう

仕事が見つからない」が多いことが示されている（労

働政策研究・研修機構，2016）。つまり移住希望者お

よび若い地方移住者にとって，移住先の地域に雇用

や仕事があることは重要なことであるが，転職なき

移住であれば，必ずしも地域の中に仕事の機会や場

がある必要はない（＝地域に仕事があることが地方

移住の必要条件にはならない）。無論，地域を活性化

させるためには，地域の中に地域資源を活かした産

業と地域に即した人材育成の場があることが重要で

あり，そのことと転職なき移住がどのように結びつ

いていくのか4）については，慎重な議論と実際の経

過を見守っていかなければならない。だが少なくと

も情報通信インフラが整っていれば，現状就業機会

が乏しい地域であっても，その他の条件や強みによ

って移住者を地域に呼び込める可能性は，これまで

よりも高くなっているであろう。

　ただしコロナ禍における実際的な人口移動に関し

ては，都市圏内での移動は増加したが全国レベルで

は限定的であったこと，また人口移動の要因として，

感染者数の多さが主要因であるため，感染拡大が収

束したポストコロナでは地方移住の流れが落ち着く

可能性も指摘されている（福田，2023）。とはいえ，

COVID-19がもたらしたライフスタイルに対する

人々の意識の変化と，社会のオンライン化・デジタ

ル化は，地方移住の仕方やハードルの高さを大きく

変容させる可能性も秘めている。そこで本研究は，コ

ロナ禍における地方移住者の心理的傾向を明らかに

すべく，コロナ禍において COVID-19の流行や感染

拡大と関係して地方へ移住した個人（本研究ではこ

れを『コロナ禍移住者』と呼ぶ）を対象に調査を実

施した。より具体的には，移住における一連のプロ

セスとして，移住の入口部分である移住の理由やき

っかけ，地方移住に対する関心と居住地選択を，次

に移住してからの問題として移住地への適応と定住

について検討を行う。さらに COVID-19と関連した

個人の心理的要因としてリスク認知も取り上げる。

これらの視点からコロナ禍移住者の心理的傾向を明

らかにすることを研究の主目的とする。なお本研究

では，コロナ禍移住者の特徴をより明確に検討する

ために，同時期に COVID-19の流行や感染拡大とは

関係なく地方移住した個人（『地方移住者』）を対照

群として設定し，両者で比較を行う。また移住者を

地域に留めるには，彼・彼女らの適応を高めるため

のメカニズムを検討することが重要である。これま

で移住者の適応と関連する要因として，移住者が移

住地で形成するネットワークや受け入れる地域側の

受容態度（加藤・前村，2023b），また移住地へのア

イデンティティ（加藤・前村，2021）などがあるこ

とが明らかにされている。本研究では，これら先行

研究を参考に，コロナ禍移住者の適応の心理的メカ

ニズムについても検討を行うこととする。

2 ．方　法

調査協力者
・�コロナ禍移住者306名：本研究におけるコロナ禍移

住者とは，日本国内において COVID-19の感染確

認がされた2020年 1 月以降に，COVID-19の流行

や感染拡大と関係して（移住のきっかけとして），

地方移住した個人と操作的に定義した。具体的な

抽出方法は，以下の調査方法に示す。
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・�地方移住者113名：コロナ禍移住者と比較するため

に，同時期（2020年 1 月以降）に地方移住した個

人を対照群として抽出した。ただしこちらの地方

移住者では，移住のきっかけとして COVID-19の

流行や感染拡大とは関係なしに移住した個人とし

た5）。

　なお本研究では，地方の定義として，東京23区お

よび三大都市圏の政令指定都市以外の市町村とし，

三大都市圏以外の政令指定都市・中核市・特例市・

その他の市町村への移住を地方移住とした。

調査方法6）

　Web 調査（（株）クロスマーケティング社に委託）

により実施した。調査時期は2022年 9 月中旬であっ

た。この時期は新規感染者数が最多となる第 7 波を

迎えつつも，ワクチン接種が進み，療養期間の短縮

や水際対策の緩和，全数把握の簡略化など日常に戻

るための取り組みが行われていた時期であった。

　調査の手順として，まず調査会社が有するモニタ

ーに対して，スクリーニング調査を実施した。スク

リーニング調査では，SC 項目①として「あなたは，

2020年 1 月以降に移住（住むところ移動）しました

か」と尋ね，移動した人のみ（「移住（移動）した」

を回答）を抽出した。次に SC 項目②として，「その

移住はどこへの移動ですか」と尋ね，地方へ移住し

た人（「地方への移住」を回答）を抽出し，SC 項目

③で「その移住（移動）のきっかけとして，新型コ

ロナウイルス感染症の流行や感染拡大は関係してい

ますか」と尋ね，「 1 ．関係している」と回答した人

をコロナ禍移住者，「 2 ．関係してない」と回答した

人を地方移住者とした。

　その後，抽出したモニター7）に対して本調査への

協力をオンラインで依頼し，回答してもらった。な

おスクリーニング調査の時点でコロナ禍移住者の出

現率が低かったため，性別や年代等の割り付けはせ

ず，回収数を優先して本調査を実施した。

調査項目
①コロナ禍移住の理由およびきっかけ

　コロナ禍移住者が，どのような理由やきっかけで

地方移住をしたのかをより具体的に検討するために，

「そもそもあなたが，新型コロナウイルス感染症が流

行・感染拡大した状況下で，地方への移住を考えら

れたのはなぜですか。理由やきっかけを詳しく教え

てください。」と質問し，自由記述で回答を求めた。

②移住者の心理的傾向

　コロナ禍および地方移住における移住者の心理的

傾向として，1）移住の入口部分である地方移住に対

する関心と居住地選択，2）COVID-19と関連する個

人の心理的要因としてリスク認知，3）移住してから

の問題として適応とその関連要因を測定した。具体

的な調査項目は以下の通りであった。

1）移住の入口部分として

　移住の入口部分として，コロナ禍において地方移

住することにどの程度関心があったのか（地方移住

に対する関心），また移住地を選択するにあたって地

域のどのような要素を重視したのか（居住地選択）

について測定を行った。前者の地方移住に対する関

心として，内閣府（2022）の「新型コロナウイルス

感染症の影響下における生活意識・行動の変化に関

する調査」で使用されていた地方移住への関心理由

の 8 項目（「人口密度が低く自然豊かな環境に魅力を

感じた」など）について，「 1 ．全くあてはまらな

い」～「 5 ．非常にあてはまる」の 5 件法で測定し

た。後者の居住地選択として，自分が住む地域を選

ぶ際に地域のどの要素を重視しているかを検討する

ために，加藤（2019）のコミュニティ価値尺度を用

いた。なおコロナ禍の状況を鑑み，オリジナルの15

項目のうち，「安全」については，「治安」と「防災・

減災」の 2 つに分け直し，また急速に発展した「情

報通信」と，テレワークの普及によって大きく変化

した「仕事・就業」の 2 つを加えた計18項目を設定

した。「 1 ．全く重視しない」～「 5 ．非常に重視す

る」の 5 件法で測定した。

2）リスク認知

　COVID-19は，個人の生命や健康，生活に重大な影

響を及ぼすリスク事態である。この COVID-19に対

する個人の認知として『リスク認知』を測定した。測
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定にあたっては，COVID-19と同様，感染症（新型イ

ンフルエンザ）に対するリスク認知を測定した三島

（2010）のリスク認知尺度を用いた。「恐ろしい－恐

ろしくない」など双対型の14項目の質問項目に対し，

1 ～ 7 点8）で回答してもらった。

3）移住後の問題として

　移住してからの問題として，移住地における適応

感と定住意図を測定した。前者は現状の適応状態を，

後者は長期的・将来的な適応を示すものである。ま

ず移住地における適応感を測定するために，加藤・

前村（2023b）の地方移住の適応感尺度を一部修正

して使用した。具体的には，「全般的に見て，私はこ

の地域での生活に適応できている」，「私はこの地域

の中で，自然体で過ごせている」，「私はすっかりこ

の地域になじんでいる」の 3 項目について，「 1 ．全

くそう思わない」～「 5 ．非常にそう思う」の 5 件

法で測定した。定住意図については，「できればこの

地域にずっと居たい」，「私はこれからもこの地域に

住み続けたい」の 2 項目を「 1 ．全くあてはまらな

い」～「 5 ．非常にあてはまる」の 5 件法で測定し

た（以下，地域受容感とコミュニティアイデンティ

ティも同様）。

　適応と関連する要因として，加藤・前村（2023b）

は移住者が地域で形成するネットワークと移住者に

対する地域側の受容態度が重要であるとしている。

そこで本調査は，移住先におけるネットワークと移

住者が移住先の地域から受け入れられている感覚で

ある地域受容感を測定した。前者の移住先における

ネットワークについては，加藤・前村（2023b）を

参考に，ネットワークの種類（強い紐帯：地域の中

で日常的に連絡を取っている人，弱い紐帯：地域の

中で顔見知りの人）とネットワークの相手（地元出

身の人（地元住民），自分と同じように移住してきた

人）を設定し，それぞれの組み合わせについて該当

する人数を回答してもらった。地域受容感について

は，「私はこの地域の人たちから受け入れられてい

る」，「この地域は移住者が来ること歓迎してくれて

いる」の 2 項目で測定した。また移住地へのアイデ

ンティティとして，野波・加藤（2009）のコミュニ

ティアイデンティティ尺度から，「この地域にはいい

人が多い」，「この地域と強い結びつきを感じること

がある」の 2 項目を使用し，測定を行った。

③コロナ禍移住に関する基礎的項目

　移住に関する基礎的な項目として，移住先の地域

（都道府県・市町村），移住した年月，移住地の地域

特性（地域の特徴として都市的地域（市の中心部），

下町地域，郊外住宅地域，ニュータウン，学園都市，

工業地域，農山漁村地域，中山間地域，島嶼・離島，

その他の中から 1 つを選択），移住タイプ（I ターン，

J ターン，U ターン，孫ターン，その他の中から 1

つを選択），移住に伴う働き方の変化9）について回

答してもらった。

④デモグラフィック要因

　属性要因として，性別，年齢，家族構成，居住形

態，職業，学歴等について尋ねた。

3 ．結　果

3 - 1 ．コロナ禍移住者の移住形態の特徴
　調査協力者の基本的な特徴を整理すると表 1 のよ

うになった。コロナ禍移住者の方が，男性が多く，年

齢も高い傾向にあった。また性差の影響もあり，職

業にも違いが認められた。この結果がサンプリング

上のバイアスなのか，それとも実際的にコロナ禍移

住者に男性および年齢の高い人が多いのか，いずれ

かを判別することはできない。そもそもコロナ禍移

住に関して，その実態を示す十分なデータや研究が

少なく，その特徴を示すことも重要であると考える。

そこでコロナ禍移住者の移住形態の基本的な特徴に

ついて分析を行った（表 2 ）。

　まず移住先の地域としては関東地方（38.6%）と中

部地方（18.3%）が多かった。なおコロナ禍移住者が

どのような移動経路を辿ったのか移住前後の居住地

（都道府県をベース）を比較・分類した。分類として

は，都道府県内で移住した「都道府県内移動」，東京

都から栃木県への移動など地方内（左記の場合，関

コロナ禍における地方移住者の心理的傾向（加藤潤三，前村奈央佳）
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東地方内）で移住した「地方内移動」，そして異なる

地方への移動（東京都（関東地方）から長野県（中

部地方）など）を「地方間移動」とした。その結果，

全体的には都道府県内移動が29.7％，地方内移動が

29.4％，地方間移動が40.8％とやや地方を跨いだ遠方

への移動が多かった。ただし移動経路には地方差が

あり（χ2（10）＝119.60, p ＜ .01），関東地方では都道

府県内移動と地方内移動，近畿地方では地方内移動

が多かったのに対し，中部地方および中国・四国地

方，九州・沖縄地方では地方間移動が多かった（表 3 ）。

　次に移住時期については，2020年中が35.0%，2021

年中が41.5％，2022年中が23.5％と，やや2021年が多

かった。ただし2022年は調査を実施した 9 月までで

あり，それを考慮すると COVID-19が国内発生した

直後から経時的にコロナ禍移住が行われていた。移

住時期についてより詳細に検討するために，半期ご

立命館産業社会論集（第60巻第 3号）

表 1．調査協力者のデモグラフィック

コロナ禍移住者 地方移住者 検定結果

性別
男性200名（65.8%）▲
女性104名（34.2%）▽

男性57名（50.4%）▽
女性56名（49.6%）▲

χ2（1）=8.21, p<.01

年齢 46.8歳（SD=13.64） 43.1歳（SD=13.94） t（417）=2.49, p<.05

同居家族 3.06人（SD=1.93） 2.68人（SD ＝1.61） t（238.56）=2.00, p<.05

居住形態
戸建住宅（持家） 46.4%
マンション・アパート（賃貸） 23.5％
戸建住宅（賃貸） 14.1%

戸建住宅（持家） 49.6%
マンション・アパート（賃貸） 32.7％
マンション・アパート（分譲） 8.8%

χ2（6）=9.88, n.s.

職業

常時雇用されている一般従業員 51.0％▲
自営業（家族従事者も含む） 9.2％▲
パート・アルバイト 8.2％
無職（年金生活者も含む） 7.2％▽

常時雇用されている一般従業員 38.9％▽
専業主婦・主夫 16.8％▲
無職（年金生活者も含む） 14.2％▲
パート・アルバイト 12.4％

χ2（10）=25.87, p<.01

学歴

大学卒業 58.5％
高校卒業 18.3％
専門学校卒業 7.8％
大学院修了 6.8%

大学卒業49.6％
高校卒業25.7％
専門学校卒業11.5％
短期大学卒業：8.8%

χ2（5）=9.42, n.s.

表 2．コロナ禍移住者の移住形態

コロナ禍移住者の移住形態

移住先地域
北海道・東北地方12.7％，関東地方38.6％，中部地方18.3％
近畿地方8.5％，中国・四国地方10.1％，九州・沖縄地方11.8%

移住時期 2020年35.0%，2021年41.5%，2022年（ 1 ~ 9 月）23.5%

移住地の地域特性
郊外住宅地域43.1％，都市的地域（市の中心部）19.0％
農山漁村地域13.1％，下町地域10.5％，中山間地域5.9％

移住タイプ
I ターン43.5%，U ターン25.5%，J ターン19.6%
孫ターン4.2％，その他（子どものところなど）7.2％

移住に伴う働き方
の変化

移住前と同じ会社に勤めており，テレワークで働いている。24.5％
移住前と同じ会社に勤めており，通勤している。15.7％
移住に伴って，移住先から通える範囲の会社に転職した。13.7％
仕事を辞めた。12.4％
移住前と同じ会社に勤めており，テレワークと通勤を併用している。12.1％
移住先で起業・開業（移転を含む）した。6.5％
移住に伴って，オンラインで働ける会社に転職した。3.9％
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と（2022年は 1 ～ 9 月まで）で集計し，感染の波と

COVID-19に伴う主な国内の出来事を組み合わせて

表記したのが表 4 である。相対的に移住者の多かっ

た時期は COVID-19が国内発生した初期の頃（2020

年 1 ～ 6 月）と，短期間に緊急事態宣言が発出され，

社会レベルでも個人レベルでも行動制限の大きかっ

た2021年 1 ～ 6 月の時期であった。

　移住地の地域特性としては，最も多かったのが郊

外住宅地域（43.1％），次いで都市的地域（市の中心

部）（19.0％）であり，利便性もある地域が選ばれて

いた。また農山漁村地域（13.1％）や中山間地域（5.9

％）などより村落的な地域も選ばれていた。移住タ

イプとしては，出身地とは別の地域への移動である

I ターンが43.5％と多く，出身地に戻る U ターンが

25.5％，出身地近くの地域に移動する J ターンが19.6

％であった。

　また COVID-19は人々の働き方を大きく変容させ

た。コロナ禍移住に伴って働き方がどのように変化

コロナ禍における地方移住者の心理的傾向（加藤潤三，前村奈央佳）

表 3．コロナ禍移住者の移動経路

都道府県内移動 地方内移動 地方間移動 計

北海道・東北地方
13

33.3%
7

17.9%
19

48.7%
39

関東地方
50

42.4%
▲

58
49.2%

▲
10

8.5%
▽ 118

中部地方
7

12.5%
▽

7
12.5%

▽
42

75.0%
▲ 56

近畿地方
7

26.9%
13

50.0%
▲

6
23.1%

26

中国・四国地方
4

12.9%
▽

1
3.2%

▽
26

83.9%
▲ 31

九州・沖縄地方
10

27.8%
4

11.1%
▽

22
61.1%

▲ 36

計
91

29.7%
90

29.4%
125

40.8%
306

100.0%

表 4．調査協力者の移住時期とCOVID-19関連の出来事

移住時期 ％ 感染の波 主な事態

2020年 1 ～ 6 月 20.6% 第 1 波（2020年 4 月～）
国内初の感染症患者・死者の確認
新型インフルエンザ等対策特別措置法施行
緊急事態宣言発出（1回目）

2020年 7 ～12月 14.4% 第 2 波（2020年 8 月～）
GoTo トラベル事業
都道府県レベルでの緊急事態宣言・医療緊急事態宣言等

2021年 1 ～ 6 月 25.2%
第 3 波（2021年 1 月～）
第 4 波（2021年 4 月～）

緊急事態宣言発出（ 2 回目・ 3 回目）
ワクチンの承認と接種開始
まん延防止等重点措置の適用

2021年 7 ～12月 16.3% 第 5 波（2021年 7 月～）
東京オリンピック・パラリンピック開催（無観客開催）
緊急事態宣言発出（4回目）
まん延防止等重点措置の適用

2022年 1 ～ 9 月
（調査実施）

23.5%
第 6 波（2022年 2 月～）
第 7 波（2022年 7 月～）

まん延防止等重点措置の適用
外国人観光客の受け入れ再開
無症状などの自宅療養者の外出制限緩和
感染者の全数把握簡略化
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したかを尋ねた結果，「移住前と同じ会社に勤めてお

り，テレワークで働いている」が24.5％と最も多く，

テレワークと通勤の併用（12.1％）およびオンライ

ンで働ける会社に転職（3.9%）を合わせると，約 4

割がテレワークで働いていた。また移住に伴って，転

職（17.6%（13.7％＋3.9%））や起業・開業（6.5％）

と大きく働き方を変えた人や，コロナ禍移住を機に

「仕事を辞めた」（12.4％）という人も少なからずい

た。

3 - 2 ．コロナ禍移住の理由ときっかけ
　コロナ禍移住者が具体的にどのような理由やきっ

かけで移住を決断し，実行したのかを明らかにする

ために，「コロナ禍移住の理由およびきっかけ」の質

問項目で得られた自由記述回答に対して，KH Coder

（樋口，2020）による計量テキスト分析を行った。計

量テキスト分析とは，計量的分析手法を用いてテキ

スト型データを整理または分析し，内容分析を行う

方法（樋口，2020）のことで，上記質問項目で得ら

れる広範なテキストデータの中から，主要な理由・

きっかけを探索的に検討するのに適している。

　同義語および表記ゆれを修正し，前処理を実行し

た後のデータの基本的な特徴は，総抽出語数（分析

対象ファイルに含まれている全ての語の延べ数）が

1,643，異なり語数（何種類の語が含まれていたかを

示す数）は485であった（いずれも使用したもの）。抽

出語のうち，出現回数が 5 回以上のものが59語あっ

た。これを表 5 に示す。上位の頻出語として，「新型

コロナ」（60回），「都会」（47回），「テレワーク（リ

モートワーク）」（46回），「感染」（36回），「移住」

（32回），「仕事」（32回）といったものがあげられた。

　次に抽出語の共起関係を検討するために，共起ネ

ットワークによる分析を行った（図 1 ）。なお分析に

あたり，出現数による語の取捨選択に関しては最小

出現数を 5 ，共起関係（edge）の種類は語－語とし，

描写する共起関係として59語を設定した。分析の結

果，図 1 のように10のサブグラフ（以下 SG）が示さ

れた。SG01は，「人」「家族」「夫婦」「子供」「接触」

「病気」「精神」といった抽出語からなるネットワー

クであった。つまり，『人との接触を少なくし，家族

を心身の病気から守るため』というのがコロナ禍移

住の理由の 1 つとなっていた。SG02は，「仕事」「テ

レワーク」「移住」「可能」といった抽出語からなる

ネットワークであり，『テレワークによる仕事が可能

になったこと』も理由となっていた。以下，『地方の

方が安全』（SG03），『より良い生活環境』（SG04），

『親の介護や心配』（SG05），『特に理由はない』

（SG06），『都会における感染リスクを減らすため』

立命館産業社会論集（第60巻第 3号）

表 5．コロナ禍移住の理由ときっかけ：抽出語（出現回数 5回以上）

抽出語 出現回数 抽出語 出現回数 抽出語 出現回数 抽出語 出現回数

新型コロナ 60 通勤 15 近く 11 自然 6
都会 47 リスク 14 失業 10 場所 6
テレワーク 46 住まい 14 リタイア 9 精神 6
感染 36 心配 14 安全 9 接触 6
移住 32 親 14 介護 9 暮らす 6
仕事 32 帰る 13 可能 8 理由 6
特に 24 減らす 13 多い 8 良い 6
住む 21 少ない 13 変化 8 家族 5
生活 21 避ける 13 タイミング 7 決める 5
人 17 夫婦 13 影響 7 出来る 5
密集 17 考える 12 行く 7 探す 5
職場 16 必要 12 思う 7 地域 5
地方 16 病気 12 人口 7 防ぐ 5
子供 15 拡大 11 増える 7 無くなる 5
実家 15 環境 11 家賃 6
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（SG07），『リタイア後の生活を探して』（SG08），『人

口の密集（密）を避けるため』（SG09），『実家に帰

るため』（SG10）という理由があった。

　また，I・J・U といった移住タイプによってコロ

ナ禍移住の理由やきっかけが異なるかを検討するた

めに対応分析を行った（図 2 ）。対応分析でも，共起

ネットワークと同様，出現数による語の取捨選択に

関しては最小出現数を 5 ，上位59語（差異が顕著な

語を分析に使用）を設定した。分析の結果，第 1 成

分の固有値は0.17，寄与率39.1％，第 2 成分の固有値

は0.13，寄与率30.9% であった。I・J・孫ターンの 3

つは近い位置に布置していた。これらの移住タイプ

では，先の共起ネットワークの結果と合わせて考え

ると，『テレワークによる仕事が可能になったこと』，

『都会における感染リスクを減らすため』，『より良い

生活環境』，『人口の密集（密）を避けるため』がコ

ロナ禍移住の理由となっていた。一方，U ターンの

場合，『親の介護や心配』，『リタイア後の生活を探し

て』，家族の安全が理由となっていた。

3 - 3 ．コロナ禍移住者の心理的傾向
①移住の入口部分に関する比較

　移住の入り口部分として，地方移住への関心理由

とコミュニティ価値（居住地選択）について，コロ

ナ禍移住者の特徴を検討した。なお検討にあたり，コ

ロナ禍移住者と地方移住者で比較を行った（表 6 ）。

　まず地方移住への関心理由については，すべての

項目においてコロナ禍移住者の方が，地方移住者よ

コロナ禍における地方移住者の心理的傾向（加藤潤三，前村奈央佳）

図 1．コロナ禍移住の理由ときっかけ：共起ネットワーク
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りも得点が高かった。コロナ禍移住者も地方移住者

も，行動的には同時期に地方へ移住しているという

点では共通している。しかしコロナ禍移住者におい

ては，感染リスクや人口密度，オンラインやテレワ

ークなど，COVID-19と関連した理由から地方移住

への関心が高くなっていることが明らかとなった。

この結果は，「コロナ禍移住の理由およびきっかけ」

の計量テキスト分析の結果とも一致するものである。

　次にコミュニティ価値については，まず項目を整

理するために因子分析（主因子法・プロマックス回

転）を行った。固有値1.00以上を採択した結果， 3

因子が得られ，各因子の内容から「利便性」・「地域

資本」・「居住性」とした10）。各因子についてコロナ

禍移住者と地方移住者で比較した結果，地域資本と

居住性については，コロナ禍移住者の方が地方移住

者よりも得点が高かったが，利便性においては両者

に有意差は認められなかった。得点でみると，コロ

ナ禍移住者の居住性が3.86と特に高く，さらに居住

性について項目別で詳述すると，自然と医療・保健・

福祉において有意差が見られ，コロナ禍移住者の方

が高かった。地域資本についても項目別の結果を示

すと，人間関係を除く，伝統・文化，地域の発展・
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図 2．コロナ禍移住の理由ときっかけ：移住タイプとの対応分析
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将来性，教育・子育て，地域のイメージや評判にお

いてコロナ禍移住者の方が高かった。利便性につい

ては，全体では有意差は認められなかったものの，

COVID-19を契機に普及したテレワークやオンライ

ンなど情報通信においてコロナ禍移住者の方が高い

という結果になった。

② COVID-19に対するリスク認知の比較

　三島（2010）のリスク認知尺度14項目について，因

子分析（主因子法・プロマックス回転）を行った。先

行研究とやや因子構造が異なるものの， 2 因子が抽

出され，第 1 因子を「恐ろしさ」，第 2 因子を「未知

性」とした（表 7 ）。各因子について簡便的因子得点

（加算平均）を算出し，コロナ禍移住者と地方移住者

で比較を行ったが，いずれの因子においても有意差

は認められなかった（恐ろしさ：コロナ禍移住者 M

＝4.28，地方移住者 M＝4.23，t（417）＝.33, n.s.，未

知性：コロナ禍移住者 M＝4.55，地方移住者 M＝4.66，

t（238.82）＝-.85, n.s.）。有意差が認められなかった要

因として，いずれも平均値が高く，天井効果が生じ

ていたと考えられる。

コロナ禍における地方移住者の心理的傾向（加藤潤三，前村奈央佳）

表 6．地方移住への関心とコミュニティ価値におけるコロナ禍移住者と地方移住者の比較

コロナ禍移住者 地方移住者 t 値

人口密度が低く自然豊かな環境に魅力を感じた 3.57（1.15） 2.87（1.18） 5.52***
テレワークによって地方でも同様に働けると感じた 3.33（1.30） 2.42（1.15） 6.55***
ライフスタイルを都市部での仕事重視から，地方での生活重視に変えたいと思った 3.39（1.12） 2.64（1.13） 6.08***
買物・教育・医療等がオンラインによって同様にできると感じた 3.24（1.10） 2.65（1.11） 4.83***
前に住んでいた地域での感染症リスクが気になった 3.51（1.20） 2.25（1.07） 9.80***
テレビやネット等で移住に関する情報を見て興味を持った 3.03（1.17） 2.42（.08） 4.77***
感染症を契機に将来のライフプランを考え直した 3.44（1.16） 2.30（1.12） 8.99***
感染症を契機に地元に帰りたいと感じた 2.97（1.23） 2.31（1.04） 5.06***

利便性

商業施設・買物（商業施設の多さ，買い物のしやすさなど） 3.73（1.01） 3.87（.86） -1.39
交通（交通の便，通勤通学のしやすさなど） 3.72（1.13） 3.87（.94） -1.35
公的な施設やサービス（公共施設，インフラ整備，公園，行政サービスなど） 3.58（1.08） 3.39（.95） 1.67
文化的な生活（図書館，文化施設，娯楽施設など） 3.33（1.14） 3.12（1.10） 1.70
仕事・就業（就業の機会，仕事の種類の多さなど） 3.44（1.06） 3.30（1.07） 1.20
情報通信（ICT・IT 環境，情報インフラなど） 3.73（1.00） 3.13（.92） 5.71***
利便性全体 3.59（.83） 3.45（.69） 1.76

地域資本

伝統・文化（地域の歴史，伝統行事，地域文化など） 2.98（1.10） 2.57（.94） 3.54***
地域の発展・将来性（地域の活性化，人口・財政問題，地域での交流など） 3.38（1.07） 3.02（.93） 3.40***
教育・子育て（教育環境，教育機会，子育て支援など） 3.27（1.17） 2.95（1.15） 2.53*
地域のイメージや評判（地域の品格，イメージの良さなど） 3.54（.98） 3.26（.95） 2.64**
人間関係（友人・親戚・近所との付き合いなど） 3.45（1.09） 3.35（.97） 0.80
地域資本全体 3.32（.84） 3.03（.72） 3.56***

居住性

住環境（宅地環境，静穏さなど） 4.00（.99） 4.02（.81） -0.22
治安（防犯，交通安全，子供の安全など） 4.00（.95） 3.89（.84） 1.02
自然（自然環境，環境保全など） 3.69（1.07） 3.32（1.04） 3.20**
景観（町並み，美観など） 3.61（1.01） 3.34（.94） 2.51*
防災・減災（災害が少ない，災害対策など） 3.91（1.02） 3.73（.94） 1.64
物価・住居費（家賃・土地代，モノの値段など） 3.92（.98） 3.95（.85） -0.21
医療・保健・福祉（医療施設，福祉施設，健康まちづくりなど） 3.87（.98） 3.53（.99） 3.09**

居住性全体 3.86（.78） 3.68（.63） 2.36*

***p<.001, **p<.01, *p<.05
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③移住後の問題に関する比較

　移住後の問題として，移住地における適応感と定

住意図について検討を行った。あわせて適応の関連

要因であるコミュニティアイデンティティ，地域受

容感，ネットワークについても検討を行った。得点

化にあたり，適応感 3 項目，定住意図 2 項目，コミ

ュニティアイデンティティ 2 項目，地域受容感 2 項

目それぞれで簡便的因子得点（加算平均）を算出し

た。ネットワークについては，まず度数分布を算出

し，外れ値を除外したものを分析に使用した。

　コロナ禍移住者と地方移住者で比較した結果，適

応感と定住意図のいずれにおいても有意差は認めら

れず，得点は中程度であった。一方，適応の関連要

因については，コミュニティアイデンティティでは

有意差は認められなかったものの，地域受容感とネ

ットワークにおいて有意差が認められた。特にネッ

トワークについては，地元住民・移住者同士とも，ま

た強い紐帯も弱い紐帯も，すべてのネットワークに

おいてコロナ禍移住者の方が多かった（表 8 ）。

④適応の関連要因の検討

　コロナ禍移住者の適応の心理的メカニズムについ

て検討するために，適応感と関連する要因について

検討を行った。分析にあたり，適応感と上記で検討

してきたコミュニティ価値，リスク認知，コミュニ

ティアイデンティティ，地域受容感，ネットワーク

立命館産業社会論集（第60巻第 3号）

表 7．COVID-19に対するリスク認知

項目 恐ろしさ 未知性

リスクを小さくすることが難しい .86 -.03
リスクが増大する傾向にある .84 -.01
自分の意思でリスクを避けることができない .78 -.06
人類の生命が脅かされる .76 .06
恐ろしい .71 .08
世界的に大きな影響がある .67 .14
リスクの発生をコントロールできない .63 .08
身近な人に関係がある .40 .34
リスクの影響が表面化するまでに時間がかかる .37 .25
なじみがない .00 .84
新しい -.01 .83
科学的に解明されていない .01 .82
専門家の間で意見が分かれている -.01 .82
目に見えない .19 .63

固有値 7.89 1.25
因子間相関 .72

表 8．移住後の心理におけるコロナ禍移住者と地方移住者の比較

コロナ禍移住者 地方移住者 t 値

適応感 3.48（.87） 3.35（.73） 1.51
定住意図 3.31（.97） 3.25（.93） 0.59

コミュニティアイデンティティ 3.25（.89） 3.10（.79） 1.71
地域受容感 3.30（.89） 3.14（.66） 2.08*
地元住民との強い紐帯 2.67（5.03） 1.11（1.78） 4.69***
地元住民との弱い紐帯 6.78（13.74） 3.52（8.03） 2.99**
移住者同士の強い紐帯 1.12（2.74） 0.38（.94） 4.07***
移住者同士の弱い紐帯 2.30（8.34） 0.95（2.99） 2.44*

***p<.001, **p<.01, *p<.05
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との相関分析を行った（表 9 ）。分析の結果，コロナ

禍移住者では，移住者同士の紐帯を除くすべての変

数と適応感の間に有意な正の相関が認められた。な

かでもコミュニティアイデンティティ（r＝.65）と

地域受容感（r＝.68）において，強い相関が認めら

れた。一方，地方移住者ではコミュニティ価値の居

住性とコミュニティアイデンティティ，地域受容感，

地元住民との紐帯において有意な相関が認められた。

　コロナ禍移住者と地方移住者で比較すると，リス

ク認知の得点自体には差がなかったものの，適応感

との関連性においては，コロナ禍移住者においての

み有意な相関が認められた。コミュニティ価値にお

いては，コロナ禍移住者ではすべての因子において

関連性が認められたのに対し，地方移住者では居住

性のみであった。地域受容感については，コロナ禍

移住者と地方移住者のいずれでも有意であったが，

コロナ禍移住者においてより高い関連性が認められ

た。ネットワークについては，コロナ禍移住者と地

方移住者のいずれでも地元住民との紐帯が適応感と

関連しており，自分と同じ移住者同士の紐帯は適応

感とは関連がなかった。

4 ．考　察

　本研究は，コロナ禍移住者の心理的傾向および適

応の心理的メカニズムについて検討することを主目

的とした。その前にまず，コロナ禍移住の実態を明

らかにすべく，コロナ禍移住者の移住形態の基本的

特徴をまとめたところ，移動の経路としては，地方

を跨ぐ地方間移動が最も多かったものの，関東地方

では都道府県内移動と地方内移動，近畿地方では地

方内移動が多かった。小坪・中谷（2022）の研究で

は，コロナ禍に東京都からの移動者が増加した地域

として，神奈川県や千葉県の市区町村といった東京

都市圏の郊外部にあたる地域，さらに東京都市圏か

ら離れた群馬県や静岡県の市町村がクラスターとし

て検出されている。つまり，都市圏では比較的近い

範囲内での移動が多いということであり，本研究の

関東地方・近畿地方の結果は，この結果と整合する

ものである。また移住地の地域特性については，郊

外住宅地域と都市的地域（市の中心部）が多かった。

つまり，地方へ移住するにしても比較的利便性の良

い地域が選ばれていた。ただし割合的には多くない

ものの，農山漁村地域や中山間地域など，人口減少

や過疎化が進展しやすい特性の地域にも移住が一定

数あったことは，注目すべき傾向である。

　移住タイプとしては，半数近くが I ターンであっ

た。コロナ禍移住の理由ときっかけの結果を含めて

考えると，このタイプは，感染回避とライフスタイ

ル（よりよい生活環境やテレワークによる働き方）

を志向した地方移住であった。また U ターンも1/4

おり，コロナ禍が実家や親元へと帰郷するきっかけ

コロナ禍における地方移住者の心理的傾向（加藤潤三，前村奈央佳）

表 9．適応感の相関分析結果：コロナ禍移住者と地方移住者の比較

コロナ禍移住者 地方移住者 Z値

利便性 .26*** .11 1.36
地域資本 .38*** .02 3.37**
居住性 .41*** .25** 1.60
恐ろしさ .24*** -.06 2.75**
未知性 .18** -.05 2.12*
コミュニティアイデンティティ .65*** .54** 1.49
地域受容感 .68*** .38*** 3.94**
地元住民との強い紐帯 .17** .31*** 1.38
地元住民との弱い紐帯 .15** .27** 1.37
移住者同士の強い紐帯 .10 .14 0.34
移住者同士の弱い紐帯 .09 .12 0.31

***p<.001, **p<.01, *p<.05
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となっていた。理由やきっかけとしては，親の介護

やリタイア後の生活など一般的な内容であったが，

COVID-19がその決断を後押しする形になったと考

えられる。コロナ禍での働き方として，本研究のコ

ロナ禍移住者のうち，テレワーク利用が 4 割あった。

COVID-19が 5 類に移行し日常が回復した現在，テ

レワークの実施率は減少傾向（令和 5 年で16.1％（全

国））にあり，コロナ禍からのより戻しが見られる

（国土交通省，2024）。テレワークには，メリット（生

活満足度の上昇，負担の軽減）もデメリット（業務

効率の低下，オン・オフの切り替えが難しいなど）

もあり（国土交通省，2024），テレワークを実施しな

い会社は，当然ながら後者のデメリットを問題視す

る。企業として会社の業績を守ることは最優先事項

であるが，テレワークがなくなり出勤することが義

務となれば，人々が再び都心へ回帰する可能性は低

くはない。消滅可能性自治体の議論に代表される地

方の人口問題（人口戦略会議，2024）や移住者個人

のライフスタイルの充足を考えた場合，コロナ禍で

生じた地方移住の流れをどのようにするのがこれか

らの日本社会および個人の幸福にとって望ましいの

か，コロナ禍が収束した現時点において改めて問い

直す必要があるだろう。

　次にコロナ禍移住者の心理的傾向について考察す

る。まず移住の入口にあたる地方移住への関心理由

と居住地選択については，前者の地方移住への関心

理由において，いずれもコロナ禍移住者の得点が高

かった。測定に用いた項目がコロナ禍を反映した内

容であるため，結果としてはごく当然の妥当なもの

である。とはいえ，同時期に地方移住をした人々よ

りも得点が高かったことは，感染リスクやテレワー

クなど，COVID-19の事態が，一部の人々（コロナ禍

移住者）にとって地方移住を実行する強い動因とな

ったことを示す証左であろう。後者の居住地選択と

してのコミュニティ価値については，地域資本と居

住性においてコロナ禍移住者の方が高かった。コロ

ナ禍移住者の移住の理由ときっかけとして，『地方の

方が安全』や『よりよい生活環境』が挙げられてい

たが，これらの要素は，医療・保健・福祉を含む居

住性や地域資本と関わるものである。またこの結果

を含め，コロナ禍移住者は地方移住者に比べて，よ

り多くのコミュニティ価値を重視していた。つまり

コロナ禍移住者は，地方移住で居住地を選択するの

に，より多くの要素を条件としているのではないだ

ろうか。なお COVID-19に対するリスク認知につい

ては，コロナ禍移住者・地方移住者ともに高く，天

井効果によって相違が見られなかった。

　移住後の問題として，移住地における適応感と定

住意図については，コロナ禍移住者と地方移住者の

間に有意差はみられなかった。また得点的に適応状

態としては中程度であった。調査を行った時点（2022

年 9 月）においては，まだ COVID-19は収束してお

らず，感染症法上も 2 類相当であった。この状況に

おいては，コロナ禍移住であれ通常の地方移住であ

れ，生活パターンは在宅が中心であり，外出や対面

的なコミュニケーションは取りにくい状態であった。

つまり，生活パターンに大きな違いがなく，かつ地

方に移住したことで感染症リスクを低減できたこと

から，両者で適応感が中程度に高くなったと考えら

れる。一方，関連要因のうち，地域受容感とネット

ワークに関しては，コロナ禍移住者の方が高い・多

い傾向にあった。なぜコロナ禍移住者の方が移住先

のネットワーク多く，地域受容感が高いのか，本研

究の結果からその理由を明確に説明することは難し

いが，例えば COVID-19の感染拡大を契機・転機と

して，より積極的にテレワーカーの移住促進の取組

を行う自治体や企業が出てくるようになった（財務

省関東財務局経済調査課，2021）。こうした取組では，

移住者をサポートする体制やネットワークが整備さ

れていることも多く，コロナ禍移住者はそのネット

ワークを利用したり，受け入れてもらいやすい体制

がとられていたのではないだろうか。

　適応の心理的メカニズムについては，コロナ禍移

住者および地方移住者ともに，コミュニティアイデ

ンティティ，地域受容感，地元住民との紐帯（強い・

弱いのいずれも）と適応感との間に有意な相関が認
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められた。つまり，移住先の地域からの受け入れや

地元住民とのネットワークがあるほど，また移住者

自身の移住先のコミュニティに対するアイデンティ

ティが高いほど，移住者の適応が促進されるのであ

る。この結果は，加藤・前村（2021, 2023）の結果と

一致するものである。加藤・前村（2021, 2023）は沖

縄をフィールドに，COVID-19前に行われた研究で

あるが，この結果の一貫性は，地域や状況を問わず，

移住先のコミュニティと関連した要因が移住者の適

応にとって重要であることを示すものである。その

一方，コロナ禍移住者と地方移住者で，適応感と関

連する要因の相違も認められた。大きな相違点とし

ては，コロナ禍移住者ではすべてのコミュニティ価

値とリスク認知が適応感と関連していた。上述のよ

うに，コロナ禍移住者は，地方移住者よりも多くの

コミュニティ価値を重視していた。コロナ禍移住者

は COVID-19を回避するために地方移住を実行した

が，その移住によって，彼・彼女らのコミュニティ

価値が満たされたことで適応感も高くなったのでは

ないだろうか。また COVID-19に対するリスク認知

も同様のプロセス，つまり COVID-19を回避するた

めに地方移住を実行したことで，リスク認知と実際

の行動との間の認知的斉合性が保たれ，適応感が高

くなったと考えられる。

　以上のように，本研究ではコロナ禍移住者の基本

的特徴と心理的傾向について検討を行ってきた。

COVID-19がもたらした人々のライフスタイルや価

値観の変化と社会のオンライン化は，人口問題を抱

える地方にとって大きな転機である。ただし 5 類移

行後（2023年 5 月）に行われた調査において，若者

の地方移住に対する関心が「高まった」のポイント

が減少（移住・交流推進機構，2023）したり，移住

フェアの活況を伝えつつ，東京圏への回帰現象も指

摘される（毎日新聞，2024.10.6朝刊）など，アフタ

ーコロナにおいて地方移住の流れがやや落ち着いた

ことを示すデータや論調もある。コロナ禍移住を一

過性の現象としないようにするためには，コロナ禍

に移住した人が，移住した地域に現在どれほど適応

し，定着しているのか，アフターコロナの状態での

適応状態を中長期的に検討する必要がある。本研究

の今後の課題として，継続的調査の必要性が挙げら

れる。また併せて，コロナ禍移住の概念的位置づけ

についても明確にする必要がある。例えば移住の一

つとして，震災や放射能から逃れるために移住する

避難移住（川瀬，2015）がある。震災・放射能と

COVID-19では，リスクの時間的・空間的な範囲や影

響力の強さに相違はあるものの，リスクからの回避

という意味ではコロナ禍移住も避難移住の一形態と

いえるだろう。またコロナ禍移住の理由ときっかけ

や地方移住への関心理由の結果に示されるように，

コロナ禍移住はライフスタイル移住の側面も持って

いる。すなわちコロナ禍移住は，避難移住とライフ

スタイル移住がハイブリッドしたタイプの移住であ

る。今回のリスク事象は COVID-19であったが，地

震や豪雨災害など高い災害リスクを抱える現在の日

本において，この『避難＋ライフスタイル型』の移

住は重要な移住スタイルになるかもしれない。その

ためにも，本研究の結果と，避難移住およびライフ

スタイル移住との比較を行い，研究知見を蓄積して

いくことが肝要である。

注
1 ）		  本研究は，JSPS 科研費（基盤研究（C）22K03028, 

PI: 加藤潤三）の助成を受けたものである。
2 ）		  ジョンズ・ホプキンス大学が集計した世界全体

の感染者数・死亡者数のデータで，2023年 3 月10
日までのデータである。

3 ）		  世界保健機構は，COVID-19に関する「国際的に
懸念される公衆衛生上の緊急事態」（PHEIC）の
宣言の終了を，2023年 5 月 5 日に発表している。医
学的・公衆衛生的な危機の脅威は引き続きあるも
のの，パンデミックのあいだ設定されていた様々
な制限やルールは撤廃ないし見直しがなされるな
ど，社会生活は正常に戻ってきている。このよう
なことから，「心理学的・社会学的問題でもあっ
た」と過去形で表記している。

4 ）		  外部にある新しい知識やスキルが地域にもたら

コロナ禍における地方移住者の心理的傾向（加藤潤三，前村奈央佳）
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されるというメリットもあれば，関わりが薄いた
め地域の産業に貢献しなかったり，時として都市
と地方のやり方・考え方の違いによる対立や葛藤

（加藤・前村，2023a）が生じないとも限らない。
5 ）		  SC 項目③で「関係してない」と回答しているに

もかかわらず，移住のきっかけや理由として，
COVID-19との関連が推測される回答が 5 票あっ
た。この 5 票については分析データから除外した。
残りの回答については，自由記述回答の内容から
も COVID-19の流行や感染拡大とは関係なく地方
移住したことを確認した。

6 ）		  本研究は，立命館大学における人を対象とする
研究倫理審査の承認（衣笠-人-2022-48）を受けて
実施した。

7 ）		  本研究では，コロナ禍移住における生活や家庭，
仕事の変化を明らかにするために，まだ定職や家
庭を持っていない（持っている可能性が低い）学
生および進学による移動は調査対象者から除外し
た。また自らや家族の意思に基づく自発的な地方
移住を対象とするために，職場の命令（新卒採用
や転勤などの人事異動）による移動も調査対象者
から除外した（「その移住は，大学・専門学校等に
進学するための移動ないし，職場の命令（新卒採
用や転勤などの人事異動）による移動ですか」に
対し，「はい」と答えた人は除外）。

8 ）		  オリジナルの三島（2010）の尺度では，－ 3 ～
＋ 3 で得点化されているが，Web 調査での回答に
おいて，マイナスの数値を設定できなかったため，
4 点（どちらともいえない）を中点とする 1 ～ 7
の 7 件法で測定した。

9 ）		  具体的には，「 1 ．移住前と同じ会社に勤めてお
り，テレワークで働いている」，「 2 ．移住前と同
じ会社に勤めており，通勤している」，「 3 ．移住
前と同じ会社に勤めており，テレワークと通勤を
併用している」，「 4 ．移住前と同じ会社で，違う
エリアの支社などに転勤した」，「 5 ．移住に伴っ
て，オンラインで働ける会社に転職した」，「 6 ．移
住に伴って，移住先から通える範囲の会社に転職
した」，「 7 ．移住先で起業・開業（移転を含む）
した」，「 8 ．仕事をやめた」，「 9 ．休職した」，「10．
その他」の中から 1 つを選択してもらった。

10）		  各因子につき，簡便的因子得点（加算平均）を

算出した。各因子のα係数は，利便性α＝ .85，地
域資本α＝ .82，居住性α＝ .88であり，いずれも信
頼性は高かった。
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Psychological Tendencies of Rural Migrants during the COVID-19 Pandemic

KATO Junzoⅰ, MAEMURA Naokaⅱ

Abstract : The main purpose of this study was to examine the psychological tendencies and adaptation 

mechanisms of individuals who migrated to rural areas amid the spread of COVID-19. In view of this, we 

conducted a web survey involving two groups: 306 individuals who migrated to rural areas after January 

2020 due to the spread of COVID-19 and 113 individuals who migrated during the same period for reasons 

unrelated to the pandemic, serving as a control group. COVID-19-related migrants exhibited a heightened 

interest in rural migration, driven by concerns such as infection risk, population density, and the 

feasibility of online work and teleworking. Although no significant difference in overall feelings of 

adaptation was found between the two groups, COVID-19-related migrants reported stronger community 

acceptance and deeper ties with local residents. In terms of the psychological mechanisms of adaptation, 

community related factors, such as community identity, sense of perceived acceptance, and ties with local 

residents, were key to successful adaptation for migrants. Furthermore, risk perception and community 

values were particularly influential in the adaptation of COVID-19-related migrants.

Keywords : �COVID-19, rural migration, during the COVID-19 pandemic, psychological tendencies, 

adaptation
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